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１ 　は じ め に
　世界経済は，先進国の人口動態，技術進歩率の停滞，フロンティアの縮小などから成長が鈍化
するのではないかという懸念が広がっている．Gordon（２₀１２）や Summers（２₀１４，２₀１₆）にみら
れるように長期停滞懸念が議論されている．先進国の経済成長率は，１₉₈₀年代３.３％，１₉₉₀年代
２.₇％，２₀₀１年以降２₀１５年までが１.₆％と中長期的に低下傾向にある．それは，人口の高齢化，低い
生産性上昇率が主要な原因である．一方，世界経済全体は，新興国・発展途上国の高成長に支え
られ２₀₀₈－₀₉年の世界金融危機までは成長率の減速は起きていなかった．しかし世界金融危機後
は，世界経済の成長は減速している．
　さらに直近では，国際通貨基金（IMF）の「世界経済見通し」（IMF（２₀１₆b））によれば，２₀１₆年
１ 月には，２₀１₆年からは成長率がやや高まると予測されていたが，世界経済の成長は２₀１₆年以降
も減速し，経済回復は遅れる懸念が示されている．先進国経済の減速，中国経済での過剰投資調
整の遅れ，原油や商品価格の下落に基づく新興国や発展途上国の停滞などが影響している．さら
に，英国の EU からの離脱も今後の経済動向に大きな不確実性をもたらしている．IMF（２₀１₆a）
では，２₀１₆年 １ 月時点の世界経済の成長率を２₀１₆年₀.２％ポイント，２₀１₇年₀.１％ポイント下方修正
している．さらに，IMF（２₀１₆b）では， ４ 月の見通しより，２₀１₆，２₀１₇年共に₀.１％ポイント下方
修正している，これは主として英国の EU 離脱の影響とされている．
　こうした世界経済の成長が中長期的に鈍化する中で，日本経済は₉₀年代初頭のバブル破裂以降，
不良債権処理の失敗，財政再建策の急ぎ過ぎなどにさらにアジア金融 ･ 経済危機が重なって長期
デフレに陥り，成長率は先進国経済の半分以下に留まっている．１₉₈₀年代は４.₆％であったものが，
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１₉₉₀年代１.₀％，２₀₀１－１５年₀.₇％へと低下している１）．
　２₀１３年以降，アベノミクスでデフレからの脱却はその緒に就いたかにみられる面もあるが，政
府・日銀が中長期的目標としているインフレ目標 ２ ％が達成されるには程遠い状況といってよい．
さらに，潜在成長率はいまだ １ ％弱の低成長にもかかわらず，デフレギャップは縮小していない．
これは，失業率は低下しているが，賃金上昇率は低く，家計部門の経済活動が停滞し，デフレ
ギャップの存在とともに物価を上昇させる力が働いていないためであるといえよう．
　アベノミクスは，２₀１₆年度から第 ２ ステージに移行している．そこで，＂アベノミクス第 １ ステー
ジ＂のこれまでの ３ 年間の成果をマクロ経済指標に基づき定量的に評価した後，特に今後の経済政
策を考えるうえで重要と思われる労働市場動向に着目して，今後の政策課題について考察する．
第 ２ 節では，アベノミクス第 １ ステージの成果を定量的に評価する．第 ３ 節では，潜在成長率の
動向を見た後，労働投入面から潜在成長率を高める要因，特に労働力率について検討する．第 ４
節では，デフレ脱却を労働市場面から検討する．最後に，日本経済の政策課題について考える．
２　日本経済の現況とアベノミクス
　前述したように，日本経済はデフレから脱却できず，２１世紀に入り先進国の中でも最も低い年
平均 ₀ ％台の成長率を続けている．IMF の推計によれば，潜在成長率も ₀ ％台であり，G ₇ の中
でも最も低い．現在日本経済が直面している主な逆風は，先進国が直面している逆風と共通する
点も多いが，以下の ₇ つといえよう：①少子高齢化に伴う人口減少，②技術進歩率（全要素生産性
（TFP））の停滞，③長期間にわたる法人企業の貯蓄超過状況（法人企業の国内投資意欲が低いこと），
④デフレがいまだ完全には克服されていないこと，⑤フロンティアの減退，⑥政府の過大な累積
債務，⑦グローバル化への対応．特に①，③，④および⑥は日本にとって強い逆風である２）．ま
た，①，②および⑤は，Hansen（１₉４１）が挙げている長期停滞論の逆風でもある．こうした逆風
に対処する政策課題は，相互に関連し合っており，全体的に整合性のとれた政策体系を構築して
いくことが求められる．そのためには，短期，中期，長期の政策目標を定め政策手段を開発し，
実行していくことが必要である．
　長期目標は，少子化を止め人口減少を防止するとともに，国際社会の一員として持続可能な安
定した自由で平和な経済社会を確立することといえよう．中期目標は，生産性を高め潜在成長率
を高めることであろう．最後に短期的には早期にデフレから脱却し，成長を確保し，完全雇用を
達成することであろう．アベノミクスで考えられている政策もこうした方向に沿ったものと評価
１）　栗林（２₀１₆）の表 １⊖１ 参照．
２）　世界が直面している重要な地球温暖化などエネルギー・環境問題があるがここでは省いた．
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されるが，まずアベノミクス第 １ ステージの ３ 年間の成果をマクロ経済指標に基づいて定量的に
みておきたい．なお，評価には２₀１₆年 １ 月のマイナス金利導入の金融緩和政策の効果は含まれて
いない．
　２₀１３－１５年の ３ 年間の主要経済指標をみると，表 ２⊖１ のようになっている．実質 GDP 増加率
（成長率）は， ３ 年間で年平均₀.₆％であるのに対して，名目 GDP 増加率（名目成長率）は年平均
１.₆％であり，GDP デフレータは年平均約１.₀％増となっている３）．民間最終消費支出（民間消費）
は，２₀１４，２₀１５年と続けて減少しており， ３ 年間平均で₀.２％の減少となっている．消費者物価総
合（CPI）は，２₀１４年 ４ 月からの消費税率 ３ ％の引き上げの影響もあり， ３ 年間平均で１.４％上昇し
ている．一般に消費税率 ３ ％の引き上げは CPI に ２ ％引き上げの影響を与えると推計されている
ので，CPI は消費税率の引き上げの影響を除けば， ３ 年間平均で年₀.₆％弱上昇したものと推計さ
れる．一人当たり雇用者報酬（賃金）は年平均₀.５％の上昇となっている．CPI でみた実質賃金は，
年平均約₀.₉％下落したことになる．これが民間消費の減少につながっているものと推測される．
為替レートは，２₀１３年 ４ 月からの大胆な金融政策（「質的・量的金融緩和」）の影響等で ３ 年間平均
１４.２％の円安が進み，輸出の増加を通じて成長率の引き上げと同時に輸出企業の利益を押し上げて
いる．
　雇用状況をみると，就業者は年平均₀.₆％増加しており，失業率は２₀１２年の４.３％から２₀１５年には
３.４％と ３ 年間で₀.₉％ポイント低下している．非正規雇用が中心であるが，２₀１５年には２₀₀₇年以降
初めての正規雇用の増加につながっている．雇用の GDP 弾性値は １ と高いが，逆にいうと，労働
生産性が上がっていないことをも意味している．
　総合的に評価すると，大胆な金融緩和政策で円安が進み４），企業利益が高まると同時に，生鮮食
表 2－1　主要経済指標
（単位：増加率％）　
暦年
実質
GDP
民間
消費
設備
投資
名目
GDP CPI コア CPI
為替
レート
賃金
原油 
価格
就業者 失業率
有効求
人倍率
２₀１３ １.４ １.₇ －₀.５ ₀.₈ ₀.３ ₀.４ ２２.３ －₀.２ －₀.₉ ₀.₇ ４.₀ ₀.₉３
２₀１４ －₀.₀３ －₀.₉ ３.１ １.₆ ２.₈ ２.₆ ₈.４ ₀.₈ －₇.５ ₀.₆ ３.₆ １.₀₉
２₀１５ ₀.５ －１.２ １.５ ２.５ ₀.₈ ₀.５ １４.３ ₀.₈ －４₇.２ ₀.４ ３.４ １.２₀
年平均 ₀.₆ －₀.２ １.₆ １.₆ １.４（₀.₆） １.３（₀.５） １４.２ ₀.５ －２₀.２ ₀.₆ ―― ――
注 １：消費者物価の年平均のカッコ内は消費税率 ３％引き上げの影響を除いたもの．
　 ２：有効求人倍率の単位は倍である．
出所） 原データは，四半期別速報（２₀１₆年 ４ ～ ₆ 月期 ･ ２ 次速報）（内閣府），消費者物価指数および労働力調査（総務省），
金融経済統計月報（日本銀行），職業安定業務統計（厚生労働省）．
３）　名目成長率および GDP デフレータの動向には消費税率 ３％引き上げの影響が含まれる．
４）　２₀１２年の₇₉.₈円／ドルから２₀１５年１２１.₀円／ドルへの４１.２円の円安．
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品を除く消費者物価（コア CPI）上昇率も２₀１３年から ３ 年連続でプラスに転じており，定義的には
デフレから抜け出し始めている．しかし，政府・日銀が目標としているインフレ目標 ２ ％達成に
は至っていない．後述するようにいまだデフレギャップは大きく，賃金上昇率が物価上昇率につ
ながるようなデフレ脱却には至っていない．その結果，名目成長率の面ではこれまでの状況をあ
る程度脱出しつつあるが，家計部門での経済活動が沈滞し，企業部門では利益が内部留保あるい
は海外投資に向いてしまい，国内投資には向かっていない状況にある．その結果低成長に留まり，
後にみるように潜在成長率も １ ％弱の低い率に留まっている．このことを，２１世紀に入ってから
の，他の景気循環局面と比較して確認しておきたい．
　アベノミクスは景気循環的には第１₆循環の景気の底から始まっているので，第１４循環（２₀₀２年第
１ 四半期～２₀₀₈年第 １ 四半期：全２₈四半期，拡張期２４四半期；世界金融危機を含む），および第１５循環
（２₀₀₈年第 １ 四半期～２₀１２年第 ４ 四半期：全１５四半期，拡張期１３四半期；東日本大震災を含む）の拡張
期と比較してみたい．GDP，民間消費，民間企業設備投資（設備投資）について景気の谷を１₀₀と
した指数で比較すると図 ２⊖１ ～ ２⊖４ のようになる．
　実質 GDP でみると，第１３四半期目で，アベノミクスでは１₀２.５であるのに対して，第１４循環で
は１₀₆.₈，第１５循環では１₀₈.２であり，非常に低い水準に留まり，他に比較して成長率が低いことを
示している（図 ２⊖１ ）．これは特に民間消費が初期時点よりも低い水準（消費のマイナス成長）に留
まっているためである（図 ２⊖２ ）．設備投資は第１４循環よりは低いがそれほどの差はない．一方，
名目 GDP みると，第 ₇ 期目までは第１５循環とほぼ同様な動向を示しているが，アベノミクスでは
第１３期目には１₀₆.４であり，他に比較し高い水準にあり，名目成長率が高いことを示している（図 ２⊖
４ ）．この点が前述したようにアベノミクスの成果の特徴の １ つである．
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図 2－1　実質 GDP
　　　　注：第１４循環の拡張期は２４四半期継続．
　　　　出所）　原データは四半期別 GDP 速報（２₀１₆年 ４－₆ 月期 ･ ２ 次速報）（内閣府）．
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図 2－2　実質民間消費
出所）図 ２－１と同様．
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図 2－3　実質設備投資
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出所）図 ２－１と同様．
図 2－4　名目 GDP
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出所）図 ２－１と同様．
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　２₀１３年以降の需要項目別の四半期別動向をみると，図 ２⊖５ のようになっている．期間全体を通
じて成長を牽引しているのは，輸出である，それに対して，公的固定資本形成（公共投資）は第 １
年目に成長を牽引しているが， ２ 年目以降（第 ５ 期以降）は横ばい，ないし減少気味である．設備
投資は ２ 年目以降成長に貢献している．最後に家計部門をみると，民間住宅と民間消費は，当初
５ 四半期（第 １ 年目）には増加しているが，消費税率 ３ ％の引き上げ後は両者とも停滞している．
消費税率の引き上げが家計部門に大きな打撃を与えたことを示している．
　次に賃金・物価をみる（図 ２⊖₆ ～ ２⊖₈ ）．賃金は，当初は減少気味であったが， ２ 年目から上昇
図 2－5　需要項目別動向
90
95
100
105
110
115
120
125
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
国内総生産
民間消費
民間住宅
設備投資
公共投資
輸出
輸入
指数
出所）図 ２－１と同様．
図 2－6　一人当たり雇用者所得
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出所）図 ２－１と同様．
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に転じており，第１３期目には１₀２.₀まで上がっている．一方，第１５循環では拡張期であるにもかか
わらず，景気の谷よりも低い水準をほぼ横ばいになっている．さらに第１４循環では賃金水準は低
下傾向を続けており景気の山である ₈ 年後の第２４四半期後でも₆.３％低い水準に留まっている．デ
フレ期の異常な姿がみてとれる．アベノミクスでは賃金デフレが止まりつつあると評価されよう．
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図 2－7　消費者物価総合
出所）原データは消費者物価指数（総務省）．
図 2－8　実質賃金
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出所）図 ２－１，図 ２－₇と同様．
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CPI は，図 ２⊖₇ にみられるように，第１３期目には１₀３.₈に達している．第 ５ 期目から第 ₆ 期目への
急激な変化は主に消費税率の ３ ％引き上げの影響である．CPI を ２ ％引き上げると推計されてお
り，図中の指数にして約２.４ポイントと計算されるので，第 ₆ 期目以降はほぼ１₀１.₆の水準を横ばい
に推移していると考えられる（表 ２⊖１ では年平均₀.₆％の上昇）．第１４，１５循環のようなデフレ状況か
らは脱出しつつある様子が窺える．その結果，賃金より消費者物価上昇の方が高かったために，
実質賃金はアベノミクスでは他の循環期に比較して下落幅が大きくなっている（図２⊖₈参照）．この
ことが前述した民間消費が停滞している大きな要因となっているといえよう．
　最後に，雇用の動向をみておきたい．図 ２⊖₉ は就業者の動向を比較したものであり，他の図と
異なり，基準期からの就業者の増加人数を比較している．アベノミクスでは，第１３期目までに累
計で１４２万人の就業者増が達成されていることを示している（表 ２⊖１ では，増加率でみて就業者は年
平均₀.₆％増加となっている）．第１３期目で比較すると，第１４循環で ₈ 万人減，第１５循環で１₀２万人減
となっている．これまでみてきたようにアベノミクスでは成長率が低かったが，就業者が大幅に
増加しているのが特徴である．詳細な分析はできていないが，これには前述した実質賃金の低下
が関係しているものと思われる．ここでは，産業別動向と雇用形態別動向をみておく．
　労働力調査により２₀１３－１５年の ３ 年間に起きた産業別動向をみると，表 ２⊖２ のようになってい
る．この表には，２₀１５年の産業別就業構造と就業者および雇用者の ３ 年間の増加人数およびその
産業構成比が示されている．就業者は，１₀₆万人増となっており，その大半はサービス業である．
特に「医療，福祉」での増加は₇₈万人で就業者増加全体の約₇４％となっている．サービス業の中
では，「他に分類されないサービス業」が大幅減（５５万人減）となっているが，「生活関連サービス
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図 2－9　就業者の累積増加
出所）図 ２－１と同様．
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表 2－2　産業別雇用増加
 （単位：％）
総数
農業，
林業
非農林業
漁業
鉱業，採
石業，砂
利採取業
建設業 製造業
電気・
ガス・
熱供給・
水道業
情報通信業
運輸業，
郵便業
卸売業，
小売業
就業者
構成比
１₀₀.₀ ３.３ ₉₆.₇ ₀.３ ₀.₀ ₇.₈ １₆.２ ₀.５ ３.３ ５.２ １₆.５
就業者 １₀₆ －１₆ １２２ ４ ₀ － ３ ３ － ２ ２１ － ₆ １２
雇用者 １３₆ １ １３５ ３ ₀ － ４ ４ － ２ ２₀ － ５ ２５
増加構成比
就業者 １₀₀.₀ －１５.１ １１５.１ ３.₈ ₀.₀ －２.₈ ２.₈ －１.₉ １₉.₈ －５.₇ １１.３
雇用者 １₀₀.₀ ₀.₇ ₉₉.３ ２.２ ₀.₀ －２.₉ ２.₉ －１.５ １４.₇ －３.₇ １₈.４
非農林業（つづき）
金融業，
保険業
不動産
業，物 品
賃貸業
学術研究，
専門・技術
サービス業
宿泊業，
飲食サー
ビス業
生活関連
サービス
業，娯楽
業
教育，学
習支援業
医療，
福祉
複合サー
ビス事業
サービス
業（ 他 に
分類され
ないもの）
公務（他
に分類さ
れるもの
を除く）
サービス
業合計
就業者
構成比
２.４ １.₉ ３.４ ₆.₀ ３.₆ ４.₈ １２.３ ₀.₉ ₆.４ ３.₆ ３₇.３
就業者 －１₀ ₈ ₉ ₇ － ₉ ₈ ₇₈ １２ －５５ ₆ ５₀
雇用者 － ₉ ₉ ₉ １３ － ₉ １１ ₇５ １２ －５４ ₆ ５₇
増加構成比
就業者 －₉.４ ₇.５ ₈.５ ₆.₆ －₈.５ ₇.５ ₇３.₆ １１.３ －５１.₉ ５.₇ ４₇.２
雇用者 －₆.₆ ₆.₆ ₆.₆ ₉.₆ －₆.₆ ₈.１ ５５.１ ₈.₈ －３₉.₇ ４.４ ４１.₉
注 １ ：就業者，雇用者の単位は万人，構成比は２₀１５年で単位は％である．
　 ２：就業者，雇用者は２₀１３－１５年 ３ 年間の増加人数である．増加構成比はその増加人数の産業別構成比である．
出所）原データは労働力調査（総務省）．
業，娯楽業」が減少していることを除き，「宿泊業，飲食サービス」などその他のサービス業はほ
ぼ１₀万人前後の増加である．サービス業以外では，「情報通信業」，「卸売業，小売業」などで増加
している．自営業主，家族従業者が減少しているので，雇用者は１３₆万人増であり，産業別動向は
就業者とほぼ同じパターンである．
　雇用者について雇用形態別動向をみておこう（表 ２⊖３ ）．役員を除く雇用者は， ３ 年間に１３₀万人
増であり，非正規の職員・従業者（非正規）が１₆₇万人増，正規の職員・従業員（正規）が３₆万人
減となっている．非正規の中ではパート・アルバイトが１２４万人増と最も多く，その他が４５万人減
と大幅に減少しており，非正規の中での移動が起きていることが窺える．これらは，サービス業
や「卸売業，小売業」などでの雇用が非正規の雇用増という形態で起きていることを示している．
　これらは高齢者雇用等が進み，年齢別にみて，₆５歳以上の就業者が１３５万人増加していることを
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も反映しているものと思われる．ちなみに，性別・年齢別に特徴をまとめると表 ２⊖４ のようにな
る．総計では就業者の増加はほとんどが女性（１₀₀万人増）である．年齢別では男女とも，１５－２４歳，
４₀－５４歳，₆５歳以上で増加，２５－３₉歳，５５－₆４歳で減少となっている．この女性の就業者増加は後
述する女性の年齢別労働力率の上昇にも反映している．
　アベノミクス第 １ ステージの ３ 年間の成果の特徴は，マクロ的にみると，デフレからの脱却は
完全には達成されていないが，賃金の下げ止まり，CPI および名目 GDP のなだらかな上昇が始
まっていること，そして，実質賃金の低下により家計部門が低迷し，成長率は ₀ ％台に留まって
いることである．しかし，雇用面では非正規雇用が増加し，失業率が₀.₉％ポイント低下し，２₀１５
年には失業率は３.４％まで低下していることである．
３　潜在成長率と潜在効率労働投入
3 － 1 　潜在生産力
　１₉₉₀年代初めのバブル破裂以降，日本経済はデフレに陥り，成長率が逓減するとともに潜在成
長率もまた逓減してきた．今後は短期的有効需要政策のみでなく，中長期的には少子高齢化に伴
表 2－4　就業者の性別・年齢別増加
（単位：万人）　　　
合計 １５⊖２４歳 ２５⊖３₉歳 ４₀⊖５４歳 ５５⊖₆４歳 ₆５歳－
男女計 １₀₆ ２１ －１２５ １４₈ －₇２ １３５
男子 ₆ １３ －₉１ ₆₆ －５₇ ₇₇
女子 １₀₀ ₈ －３３ ₈３ －１５ ５₇
　　注 ： ５ 歳区分でみて，それぞれの年齢区分内で同様の増減方向である．唯一の例外は５５－５₉歳の女子で ４ 万人増
となっていることである．
　　出所）表 ２－２と同様．
表 2－3　雇用形態別動向
（単位：比率％，増加万人）　
雇用者
役員を除
く雇用者
正規の
職員
・
従業員
非正規
の職員
・
従業員
パート・
アルバイ
ト
労働者派遣
事業所
の派遣社員
契約社員
・嘱託
その他
パート アルバイト
２₀１５年比率 １₀₆.₆ １₀₀.₀ ₆２.５ ３₇.５ ２５.₈ １₈.２ ₇.₇ ２.４ ₇.₆ １.₆
３ 年間増加 １１₀ １３₀ －３₆ １₆₇ １２４ ₇３ ５２ ３₆ ５₀ －４５
増加構成比 ₈４.₆ １₀₀.₀ －２₇.₇ １２₈.５ ₉５.４ ５₆.２ ４₀.₀ ２₇.₇ ３₈.５ －３４.₆
出所）表 ２－２と同様．
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う人口減少という逆風の中で潜在成長率を如何に高めていくかが大きな政策課題といえよう．
　生産関数を用いた方法により，１₉₈１年以降の日本の潜在成長率を推計すると表 ３⊖１ のようにな
る．詳細は栗林（２₀１₆）に譲り，ここでは基本的考え方について述べる．生産関数は，次のような
コブ・ダグラス型生産関数を採用している．
　　　LN（GDPt）＝at＋αLN（ELt）＋（１－α）LN（EKPt） （ １ ）　
　ここでは GDPt は実質国内総生産，ELt は効率単位の労働投入，EKPt は効率単位の資本投入，
at は全要素生産性（TFP）の対数（LN（TFPt）），αはパラメータ（労働分配率），LN（x）は変数 x
の対数を表す５）．L を就業者数，h を一人当たり労働時間とし，EL ＝ hL として，効率労働投入を
人・時単位で考えている．教育水準などの労働の質は考慮していない．その意味で，労働の質的
変化は TFP に含まれる．また KP を民間資本ストック，ρを資本の稼働率とし，効率資本投入を
EKP ＝ρKP としている．推計は，製造業と非製造業に区分し，合成している．TFP は全期間を通
じて一定率で上昇すると仮定すれば，次のように表される．
　　　at＝b+λt （ ２ ）　
λは技術進歩率を表す．本推計では，１₉₈₀年以降を中成長期（１₉₈₀⊖₉２年）と低成長期（１₉₉３⊖２₀１５
年）に区分し，それぞれの期間でλを推定している．αは両期間共通でα＝₀.₆５５としている．λ
は，中成長期１.₆₀％，低成長期₀.４₈％と推計されている．
　EKPt および ELt の推計では，基本的に最大可能量を取る方法として peak-to-peak 法を採用し
ている．この点が IMF や内閣府，日本銀行などと異なっている．
　栗林（２₀１₆）のデータを２₀１５年まで １ 年追加し，若干の修正を加えて潜在成長率を再推計したも
のが表 ３ ⊖ １ である．
　潜在成長率は，年々変動しているが，平均でみると中成長期では４.₇％，低成長期では₀.₈％であ
る．資本と労働の寄与率は，中成長期でそれぞれ５１.₈％，１２.₆％で，要素全体で₆４.４％であり，
TFP は３５.₆％である．低成長期では資本₈₀.₆％，労働－３₀.４％，TFP４₉.₉％となっている．特に低
成長期では，ほとんどの年で潜在労働の寄与度がマイナスとなっている．生産年齢人口が減少し
ていくと予想される今後は，潜在生産力を高めていくためには，技術進歩率および潜在効率資本
を高めると同時に潜在効率労働投入を高めていくことが重要になる．なお，表 ３⊖１ のデフレ
ギャップは次の（ ３ ）式によっている．
　　　デフレギャップ＝（潜在 GDP－実績 GDP） / 潜在 GDP （ ３ ）　
５）　変数の添字 t は時間を表す．なお，以後不必要な場合には省略する．
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表 3－1　潜在成長率と要素寄与度
 （単位：％）
成長率 要素寄与度 デフレ
ギャップ
ギャップ
（IMF）
ギャップ
（内閣府）暦年 実績 潜在 潜在資本 潜在労働 要素合計
１₉₈１ ４.５ ４.５ ２.２１ ₀.₆₇ ２.₈₈ ₀.２ ５.₇ －₀.４
１₉₈２ ３.₆ ４.４ １.₉４ ₀.₈２ ２.₇₆ ２.₀ ５.１ ₀.₀
１₉₈３ ３.₀ ４.₆ １.₆５ １.２₉ ２.₉４ ３.４ ４.₈ １.₀
１₉₈４ ４.５ ４.３ １.₇５ ₀.₉４ ２.₆₉ １.₇ ３.５ ₀.₆
１₉₈５ ₆.２ ₆.３ ３.₈₆ ₀.₈３ ４.₇₀ １.１ ₀.₉ －₀.₉
１₉₈₆ ３.２ ４.₇ ２.２₉ ₀.₈２ ３.１１ ３.３ ２.₀ ₀.５
１₉₈₇ ４.₀ ５.₀ ２.₆₀ ₀.₇₇ ３.３₆ ４.₀ １.₉ １.４
１₉₈₈ ₇.１ ４.₆ ２.１３ ₀.₈₀ ２.₉３ ₀.₆ －₀.₇ －₀.₈
１₉₈₉ ５.４ ４.３ ２.５₆ ₀.１₇ ２.₇３ １.₀ －１.５ －１.３
１₉₉₀ ５.３ ４.３ ２.₆３ ₀.₀₆ ２.₆₉ ₀.₆ －２.₉ －２.３
１₉₉１ ３.４ ４.４ ２.₉₀ －₀.₀５ ２.₈５ ２.₀ －２.₇ －２.２
１₉₉２ ₀.₉ ３.２ １.₇₈ －₀.２３ １.５５ ３.₇ －₀.₈ －₀.５
１₉₉３ ₀.２ ₀.５ １.３₆ －₀.２₉ １.₀₇ ４.₈ １.１ １.４
１₉₉４ ₀.₈ １.１ １.₀₆ －₀.４１ ₀.₆５ ５.５ １.₆ ２.２
１₉₉５ １.₉ １.２ １.２３ －₀.５２ ₀.₇１ ４.２ ₀.５ １.₇
１₉₉₆ ２.₆ １.２ １.３₉ －₀.₆３ ₀.₇５ ２.４ －１.₀ ₀.３
１₉₉₇ １.₆ １.₇ １.５４ －₀.３３ １.２１ ２.₆ －１.５ －₀.４
１₉₉₈ －２.₀ ₀.₆ ₀.₉５ －₀.₇₇ ₀.１₈ ４.３ １.３ ２.４
１₉₉₉ －₀.２ １.１ ₀.₇₈ －₀.１１ ₀.₆₇ ４.３ １.₉ ３.２
２₀₀₀ ２.３ ₀.₉ ₀.₇₇ －₀.３４ ₀.４３ ２.₆ ₀.４ １.₈
２₀₀１ ₀.４ ₀.₇ ₀.５５ －₀.３１ ₀.２４ ３.₀ ₀.₉ ２.３
２₀₀２ ₀.３ ₀.３ ₀.２₇ －₀.４４ －₀.１₆ ４.₀ １.₇ ３.₀
２₀₀３ １.₇ ₀.５ ₀.２₆ －₀.２₇ －₀.₀１ ３.５ １.２ ２.４
２₀₀４ ２.４ ₀.₉ ₀.４５ －₀.₀３ ₀.４２ ２.４ ₀.３ １.２
２₀₀５ １.３ ₀.₆ ₀.３４ －₀.１₈ ₀.１₇ ２.₀ ₀.４ １.₀
２₀₀₆ １.₇ ₀.₈ ₀.４₈ －₀.１₆ ₀.３１ １.４ ₀.₀ ₀.３
２₀₀₇ ２.２ １.１ ₀.₇₉ －₀.１２ ₀.₆₇ ₀.₀ －₀.₉ －１.２
２₀₀₈ －１.₀ ₀.₉ ₀.５２ －₀.₀₈ ₀.４５ ２.５ ₀.₉ ₀.４
２₀₀₉ －５.５ ₀.３ ₀.１₆ －₀.２₈ －₀.１２ ₇.₉ ₆.₇ ₆.２
２₀１₀ ４.₇ ₀.₆ ₀.３₈ －₀.２１ ₀.１₈ ３.₇ ２.₆ ２.１
２₀１１ －₀.５ １.₀ ₀.４４ ₀.₀５ ₀.４₉ ５.₉ ３.３ ２.₆
２₀１２ １.₇ ₀.₆ ₀.５５ －₀.４１ ₀.１４ ４.３ ２.₀ １.₈
２₀１３ １.４ ₀.４ ₀.３₈ －₀.４３ －₀.₀５ ３.４ １.１ ₀.₉
２₀１４ －₀.₀３ １.２ ₀.４５ ₀.２４ ₀.₆₉ ５.２ １.₆ １.４
２₀１５ ₀.５ １.１ ₀.４₆ ₀.１４ ₀.₆₀ ４.１ １.₆ １.２
注 ：IMF と内閣府のデフレギャップはそれぞれのホームページ（２₀１₆年 ₉ 月２₀日現在）より得たものである．デフレギャッ
プは本推計と同一概念に変えてある．
出所）筆者推計．
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　IMF など他機関で用いられているものとは符号が逆になっていることに注意されたい．なお表
３⊖１ では，IMF と内閣府のデフレギャップも本推計と統一した方式に変換してある．両者の潜在
生産力の推計における潜在要素投入の考え方が本推計とは異なるため，直接ギャップの水準を比
較することはできない．ギャップの変化の方向を比較することは意味がある．また IMF と内閣府
のギャップは，ゼロ近傍が需給均衡点と考えられるが，過去の実態を勘案して本推計では ₀－２ ％
がほぼ均衡範囲と考えている．
3 － 2 　潜在効率労働投入
　効率労働は，次式により決定される．
　　　　潜在効率労働（ELp）＝１５歳以上人口×潜在労働力率（PRp）
　　　　　　　　　　　　　　　×完全雇用失業率（up）×潜在労働時間（hp） （ ４ ）　
　日本の１５歳以上人口は，労働力調査によれば２₀１２年以降減少し始めている．今後少なくとも３₀
年以上は増加する見込みはないであろう，あるとすれば移民の増加による以外はない．したがっ
て，移民制度の議論が進み制度変革が行われるにしても，これまでの推移から判断して，１５歳以
上人口の増加は，今後数十年望めないと仮定してよいであろう．hp に関しては，現在長期労働時
間の弊害が論じられているように，平均で現在の一人当たり総労働時間（年間１,₈₀₀時間弱）を維持
することが基本となろう．そのため hpは今後横ばいで，潜在効率労働を引き上げる要因とは考え
られないといえよう．そこで，ここでは PRp と up について検討する．
　 ３ ⊖ ２ ⊖ １ 　労働力率の動向
　労働力率をどの程度まで引き上げられる可能性があるのかをみるために，OECD 加盟国間での
比較を行うと，図 ３⊖１ および表 ３⊖２ が得られる．
　図 ３⊖１ は，OECD（２₀１₆）の統計データをもとに，加盟国を２₀１５年の生産年齢人口（１５⊖₆４歳）の
労働力率を高い順に整理したものである．日本は全生産年齢人口でみて，フィンランドと同順で
３４ヶ国中１３位の₇５.₉％となっている．アイスランド，スイス，スウェーデンの労働力率は，₈₀％以
上で高く，ヨーロッパ諸国に日本より高い国が多い．G ₇ では中位であり，日本より高い国はカナ
ダ，ドイツ，英国であり，低いのは，米国，フランス，イタリアである．
　さらに，性別，年齢別にみると，表 ３⊖２ のようになる．男女計では１３位であるが，男子では ３
位であり非常に高い水準にある．女子の労働力率は₆₆.₇％と低く，順位は２１で OECD 平均
（₆３.₀％）よりはやや高いが，OECD で ２ 位のスイスより１３.１％ポイント低くなっている₆）．さらに
G ₇ 諸国と比較しても非常に低く，最高のカナダより₇.５％ポイント低い．日本の男子の労働力率
₆）　OECD の中ではアイスランドの労働力率がほとんどの分類項目で最高になっているが，人口を考慮し
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注：国名に付した＊印は生産年齢人口の初期年齢が１₆歳であることを示す．
出所）筆者作成．原データは OECD（２₀１₆）による．OECD ホームページより．
図 3－1　生産年齢人口労働力率（２₀１５）
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は，全体では高水準であるが，若年層（１５⊖２４歳），基幹年齢層（２５⊖５４歳），高年層（５５⊖₆４歳）の ３
区分でみると若年層で４３.₀％と低く順位が１₉位で平均（５₀.₉％）より低い．基幹年齢層および高年
齢層ではともに順位が ２ 位と高い．逆に女子では，基幹年齢層で順位が２₇位と低く，高年齢層で
順位が比較的高く１１位で，G ₇ ではドイツに次いで高くなっている．以上のような国際比較からは，
将来潜在効率労働投入を高めていく余地は，男子の若年層，女子全般，特に基幹年齢層と若年層，
の労働力率を高めていくことにあるといえよう．そこで日本の労働力率がバブル破裂後傾向的に
減少し始めた１₉₉１年以降の動向をみておきたい．
　OECD の ３ 区分を参考にし，日本の年齢別動向の特徴を考慮して年齢を，１５⊖１₉歳，２₀⊖２４歳，
２５⊖５₉歳，₆₀⊖₆５歳，₆５歳以上の ５ 区分にし，１５歳以上人口の労働力率をまとめると表 ３⊖３ のように
なる．表 ３⊖１ でみたように，潜在効率労働の潜在成長率への寄与度は１₉₉１年以降マイナスとなっ
ており，完全雇用失業率の上昇，潜在労働時間の減少とともに労働力率の低下がその要因の １ つ
となっている．表 ３⊖３ に示されているように，生産年齢人口（１５⊖₆４歳）の労働力率はほぼ一貫し
て上昇しているが，₆５歳以上のそれは２₀₀４年ごろまで低下を続けた後ほぼ横ばいで推移し，ベ
ビ ・ーブーマーが₆５歳に到達し始める２₀１２年からは上昇している．そして，₆５歳以上の労働力率は，
２₀₀₀年以降生産年齢人口のそれの３₀％弱なので，高齢化の進行により₆５歳以上の人口の割合が高
まっていることが１５歳以上人口の労働力率を引き下げる要因となっている．
　生産年齢人口の内訳では，基幹年齢層（２５⊖５₉歳）₇）の労働力率は１₉₉₀年以降年々上昇し，₆₀⊖₆４歳
　て ２位のスイスと比較している．他でも同様である．
₇）　OECD の基幹年齢層（２５⊖５４歳）と範囲が異なることに注意されたい．
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表 3－2　OECD３４ヶ国中の順位と日本との労働力率階差（２₀１５年）
 （単位：順位以外％）
生産年齢人口（１５⊖₆４） 若年層（１５⊖２４） 基幹年齢層（２５⊖５４） 高年層（５５⊖₆４）
男女計 男子 女子 男女計 男子 女子 男女計 男子 女子 男女計 男子 女子
順位 １３ ３ ２１ 順位 １₇ １₉ １₆ 順位 ２１ ２ ２₇ 順位 ₆ ２ １１
日本の
労働力率
₇５.₉ ₈５.₀ ₆₆.₇
日本の
労働力率
４３.₀ ４３.₀ ４３.１
日本の
労働力率
₈５.４ ₉５.５ ₇５.２
日本の
労働力率
₇２.２ ₈５.₆ ５₉.２
OECD
最高
₈₇.₉ ₉₀.３ ₈５.５
OECD　
 最高
₇₉.５ ₇₇.₇ ₈１.５
OECD　
最高
₉１.₀ ₉₆.₀ ₈₈.₆
OECD　
 最高
₈₇.３ ₉１.５ ₈３.₀
平均 ₇１.３ ₇₉.₇ ₆３.₀ 平均 ４₇.１ ５₀.₉ ４３.２ 平均 ₈１.₆ ₉１.２ ₇２.１  平均 ₆１.１ ₇₀.５ ５２.２
最低 ５₆.１ ₇２.２ ３５.₀ 最低 ２₆.₀ ２５.₉ ２４.₀ 最低 ₆５.５ ₈₇.３ ４₀.３  最低 ３４.２ ４５.５ １₈.３
階差 階差 階差  階差
スイス
（ ２）
－₈.２ －３.５ －１３.１
スイス
 （ ４）
－２３.₇ －２２.₉ －２４.５
スイス
 （ １）
－５.₆ －₀.５ －１₀.₇
スエーデン
 （ ２）
－₆.₇ ３.₆ －１₆.５
カナダ
（ ₈）
－２.１ ３.２ －₇.５
カナダ
 （ ５）
－２１.２ －２１.１ －２１.３
ドイツ
 （１₀）
－２.２ ３.₀ －₇.３
ドイツ
 （ ₇）
２.₈ １₀.３ －４.₆
ドイツ
（ ₉）
－１.₇ ２.₉ －₆.４ 英国 （ ₈） －１₉.₀ －２₀.１ －１₇.₈
フランス
 （１１）
－２.１ ３.１ －₇.５
カナダ
 （１₆）
₇.４ １４.₉ ₀.２
英国 （ ₉） －１.₇ ２.２ －５.₈ 米国 （１１） －１２.₀ －１３.２ －１₀.₇
カナダ
 （１₈）
－１.₀ ４.₆ －₆.₈ 英国 （１₇） ₈.２ １４.５ ２.１
米国 （１₉） ３.３ ₆.５ －₀.２
ドイツ
 （１５）
－５.₈ －₇.４ －４.₀ 英国 （１₉） －₀.４ ３.₈ －４.₈ 米国 （１₈） ₈.３ １５.₈ ₀.₇
フランス
 （２２）
４.₇ ₉.₇ －₀.₆
フランス
 （２１）
₆.１ ２.₉ ₉.３ 米国 （２₉） ４.５ ₇.２ １.５
フランス
 （２４）
１₉.₇ ３₀.₆ ₉.₀
イタリア
 （３２）
１₀.₉ ₉.₈ １１.₈
イタリア
 （３３）
１４.₀ ₉.３ １₉.１
イタリア
 （３２）
₈.₆ ₇.₈ ₉.３
イタリア
 （２₆）
２１.１ ２２.３ １₉.₆
注 １ ：国名のカッコ内の数値は，OECD 加盟国３４ヶ国中の男女計の順位である．
　 ２：階差のマイナスは，日本がそのパーセンテイジ・ポイントだけ低いことを示している．
出所）図 ３－１と同様．
では企業の定年制の見直し等もあり，２₀₀₆年以降上昇トレンドとなっている．一方，若年層では，
なだらかな低下傾向となっている．これは就学率の上昇が主要因である．
　次に，性別でみると表 ３⊖４ のようになる．１５歳以上人口全体でみると，男子は減少傾向，女子は
なだらかな減少から横ばいで推移し２₀１３年から上昇傾向であり，２₀１５年には１₉₉₉年の水準（４₉.₆％）
まで回復している．生産年齢人口でみると，男子の労働力率は，表 ３⊖２ でみたように国際的に既
に高水準であるが，トレンドとしてはほぼ弱含み横ばいであり，女子のそれは国際的に水準は低
いが，上昇トレンドである．生産年齢人口の年齢別内訳をみると，男子の基幹年齢層の労働力率
は，水準は前述したように OECD 諸国でもトップ層に入るが，傾向としては１₉₉₇年ごろからわず
かに下降気味である．それに対して，女子は，国際的に低水準であるが，トレンドとしては１₉₉₀
年以降上昇しており，２₀１５年には１₉₉₀年より ₉ ％ポイント高くなっている．₆₀⊖₆４歳では，男子の
労働力率は国際的にも高いが，１₉₉４年ごろまではわずかに減少気味であったが，２₀₀₇年から上昇
に転じ２₀１５年には₇₈.₉％と１₉₈₀年以降で最高となっている．ちなみにベビー・ブーマーがこの年齢
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層に初めて入ったのが２₀₀₇年からである．女子についてもほぼ同様の動向であり，２₀１５年の５₀.₆％
は１₉₇₀年以降の最高水準である．一方若年層では男女ともに１５⊖１₉歳，２₀⊖２４歳で労働力率は女子の
方がやや高い水準で，バブル破裂以降はやや減少気味に推移していたが，２₀１３年以降上昇に転じ
表 3－3　年齢 ５区分別労働力率
 （単位：％）
男女計 労働力率 １５歳以上人口構成比
１５⊖  １５⊖₆４ １５⊖１₉ ２₀⊖２４ ２５⊖５₉ ₆₀⊖₆４ ₆５⊖  １５⊖₆４ １５⊖１₉ ２₀⊖２４ ２５⊖５₉ ₆₀⊖₆４ ₆５⊖ 
１₉₉₀ ₆３.３ ₇₀.₀ １₈.₀ ₇３.４ ₇₉.₇ ５５.５ ２４.３ ₈５.３ ₉.₉ ₈.₈ ５₉.₉ ₆.₆ １４.₇
１₉₉１ ₆３.₈ ₇₀.₆ １₈.４ ₇４.１ ₈₀.２ ５₆.₈ ２５.２ ₈４.₉ ₉.₇ ₉.１ ５₉.３ ₆.₇ １５.１
１₉₉２ ₆４.₀ ₇１.２ １₈.５ ₇５.１ ₈₀.₆ ５₇.２ ２５.４ ₈４.３ ₉.４ ₉.３ ５₈.₈ ₆.₈ １５.₇
１₉₉３ ₆３.₈ ₇１.３ １₈.１ ₇４.₈ ₈₀.₆ ５₇.１ ２４.₉ ₈３.₈ ₉.₀ ₉.４ ５₈.４ ₇.₀ １₆.２
１₉₉４ ₆３.₆ ₇１.４ １₇.₈ ₇４.５ ₈₀.₆ ５₆.₆ ２４.₈ ₈３.３ ₈.₆ ₉.５ ５₈.２ ₇.₀ １₆.₇
１₉₉５ ₆３.４ ₇１.５ １₇.₀ ₇４.１ ₈₀.₆ ５₆.₇ ２４.５ ₈２.₇ ₈.２ ₉.５ ５₈.₀ ₇.１ １₇.３
１₉₉₆ ₆３.５ ₇２.₀ １₇.４ ₇４.３ ₈１.₀ ５₆.２ ２４.２ ₈２.２ ₇.₈ ₉.３ ５₇.₈ ₇.２ １₇.₈
１₉₉₇ ₆３.₇ ₇２.₆ １₇.₉ ₇４.１ ₈１.５ ５₆.₆ ２４.２ ₈１.₆ ₇.₆ ₉.₀ ５₇.₈ ₇.２ １₈.４
１₉₉₈ ₆３.３ ₇２.₆ １₈.₀ ₇３.₈ ₈１.３ ５₆.₉ ２３.₈ ₈１.₀ ₇.３ ₈.₇ ５₇.₈ ₇.２ １₉.₀
１₉₉₉ ₆２.₉ ₇２.５ １₇.₇ ₇２.₇ ₈１.１ ５₆.３ ２３.４ ₈₀.５ ₇.１ ₈.３ ５₇.₉ ₇.１ １₉.５
２₀₀₀ ₆２.４ ₇２.５ １₇.５ ₇２.₈ ₈１.１ ５５.５ ２２.₆ ₇₉.₉ ₆.₉ ₈.₀ ５₇.₉ ₇.１ ２₀.１
２₀₀１ ₆２.₀ ₇２.₆ １₇.₇ ₇１.₉ ₈１.３ ５５.１ ２１.₈ ₇₉.２ ₆.₈ ₇.₇ ５₇.₆ ₇.２ ２₀.₈
２₀₀２ ₆１.２ ₇２.３ １₇.３ ₇₀.₈ ₈１.２ ５４.₈ ２₀.₇ ₇₈.５ ₆.₆ ₇.４ ５₇.１ ₇.４ ２１.５
２₀₀３ ₆₀.₈ ₇２.３ １₆.₈ ₇₀.₀ ₈１.２ ５４.₈ ２₀.２ ₇₇.₉ ₆.４ ₇.２ ５₆.₈ ₇.５ ２２.１
２₀₀４ ₆₀.４ ₇２.３ １₆.３ ₆₈.₈ ₈１.３ ５４.₇ １₉.₈ ₇₇.５ ₆.２ ₇.１ ５₆.４ ₇.₈ ２２.５
２₀₀５ ₆₀.４ ₇２.₆ １₆.３ ₆₉.３ ₈１.５ ５４.₇ １₉.₈ ₇₆.₉ ₆.₀ ₆.₉ ５₆.２ ₇.₇ ２３.１
２₀₀₆ ₆₀.４ ₇３.１ １₆.５ ₆₉.５ ₈１.₈ ５５.１ １₉.₉ ₇₆.２ ５.₈ ₆.₇ ５₆.３ ₇.４ ２３.₈
２₀₀₇ ₆₀.４ ₇３.₆ １₆.３ ₆₉.₈ ₈２.１ ５₇.₈ ２₀.１ ₇５.３ ５.₇ ₆.５ ５５.５ ₇.₆ ２４.₇
２₀₀₈ ₆₀.２ ₇３.₈ １₆.２ ₆₉.３ ₈２.３ ５₉.₈ ２₀.２ ₇４.₆ ５.₆ ₆.４ ５４.₆ ₈.１ ２５.３
２₀₀₉ ５₉.₉ ₇３.₉ １５.４ ₆₈.₆ ₈２.₇ ₆₀.２ ２₀.１ ₇４.₀ ５.５ ₆.２ ５３.₈ ₈.５ ２₆.₀
２₀１₀ ５₉.₆ ₇４.₀ １５.２ ₆₈.３ ₈３.₀ ₆₀.５ １₉.₉ ₇３.５ ５.５ ５.₉ ５３.１ ₉.₀ ２₆.５
２₀１１ ５₉.３ ₇３.₈ １４.５ ₆₈.４ ₈３.₀ ₆₀.２ １₉.₇ ₇３.３ ５.５ ５.₈ ５２.５ ₉.５ ２₆.₇
２₀１２ ５₉.１ ₇３.₉ １４.₇ ₆₈.₀ ₈３.２ ₆₀.５ １₉.₉ ₇２.５ ５.５ ５.₇ ５２.₀ ₉.３ ２₇.５
２₀１３ ５₉.３ ₇４.₈ １５.５ ₆₉.₀ ₈４.₀ ₆１.４ ２₀.５ ₇１.４ ５.５ ５.₆ ５１.₆ ₈.₈ ２₈.₆
２₀１４ ５₉.４ ₇５.５ １₆.１ ₆₉.₀ ₈４.５ ₆２.₈ ２１.２ ₇₀.４ ５.４ ５.₆ ５１.２ ₈.２ ２₉.₆
２₀１５ ５₉.₆ ₇５.₉ １₆.４ ₆₈.₆ ₈４.₈ ₆４.３ ２２.１ ₆₉.₆ ５.４ ５.₆ ５₀.₈ ₇.₇ ３₀.４
出所）原データは労働力調査（総務省）．
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ている．最後に₆５歳以上では，男女ともに労働力率は，減少トレンドで推移してきたが，ベビー・
ブーマーがこの年齢層に入り始めた２₀１２年より上昇に転じている₈）．
表 3－4　性別年齢 ５区分別労働力率
 （単位：％）
男子 女子
暦年 １５⊖  １５⊖₆４ １５⊖１₉ ２₀⊖２４ ２５⊖５₉ ₆₀⊖₆４ ₆５⊖  １５⊖  １５⊖₆４ １５⊖１₉ ２₀⊖２４ ２５⊖５₉ ₆₀⊖₆４ ₆５⊖ 
１₉₉₀ ₇₇.２ ₈２.₈ １₈.３ ₇１.₇ ₉₆.５ ₇２.₉ ３₆.５ ５₀.１ ５₇.１ １₇.₈ ₇５.１ ₆２.₉ ３₉.５ １₆.２
１₉₉１ ₇₇.₆ ₈３.３ １₉.１ ₇２.₈ ₉₆.₇ ₇４.２ ３₈.₀ ５₀.₇ ５₈.₀ １₇.₈ ₇５.₆ ₆３.₈ ４₀.₇ １₆.₆
１₉₉２ ₇₇.₉ ₈４.₀ １₉.４ ₇４.５ ₉₇.１ ₇５.₀ ３₈.２ ５₀.₇ ５₈.３ １₇.₆ ₇５.₆ ₆４.１ ４₀.₇ １₆.₇
１₉₉３ ₇₈.₀ ₈４.４ １₉.₀ ₇５.２ ₉₇.２ ₇５.₆ ３₇.₇ ５₀.３ ５₈.２ １₇.４ ₇４.５ ₆４.₀ ４₀.１ １₆.₀
１₉₉４ ₇₇.₈ ₈４.４ １₈.３ ₇４.₉ ₉₇.₀ ₇５.₀ ３₇.₆ ５₀.２ ５₈.３ １₇.₀ ₇４.２ ₆４.１ ３₉.４ １５.₉
１₉₉５ ₇₇.₆ ₈４.５ １₇.₉ ₇４.₀ ₉₇.１ ₇４.₉ ３₇.３ ５₀.₀ ５₈.４ １₆.₀ ₇４.１ ₆４.１ ３₉.₇ １５.₆
１₉₉₆ ₇₇.₇ ₈５.₀ １₈.４ ₇４.₆ ₉₇.３ ₇４.５ ３₆.₇ ５₀.₀ ５₈.₉ １₆.３ ₇３.₈ ₆４.₈ ３₉.₀ １５.４
１₉₉₇ ₇₇.₇ ₈５.４ １₈.₉ ₇５.₀ ₉₇.２ ₇４.５ ３₆.₇ ５₀.４ ５₉.₇ １₆.₈ ₇３.４ ₆５.₆ ３₉.₈ １５.４
１₉₉₈ ₇₇.３ ₈５.３ １₈.₇ ₇４.２ ₉₆.₉ ₇４.₈ ３５.₉ ５₀.１ ５₉.₈ １₇.３ ₇３.４ ₆５.５ ４₀.１ １５.２
１₉₉₉ ₇₆.₉ ₈５.３ １₈.５ ₇２.₈ ₉₆.₈ ₇４.１ ３５.５ ４₉.₆ ５₉.５ １₆.₈ ₇２.４ ₆５.３ ３₉.₇ １４.₉
２₀₀₀ ₇₆.４ ₈５.２ １₈.４ ₇２.₇ ₉₆.₇ ₇２.₆ ３４.１ ４₉.３ ５₉.₆ １₆.₆ ₇２.₇ ₆５.４ ３₉.５ １４.４
２₀₀１ ₇５.₇ ₈５.₀ １₇.₉ ₇１.₉ ₉₆.５ ₇２.₀ ３２.₉ ４₉.２ ₆₀.１ １₇.５ ₇２.₀ ₆₆.１ ３₉.５ １３.₈
２₀₀２ ₇４.₇ ₈４.₈ １₇.₈ ₇１.４ ₉₆.２ ₇１.２ ３１.１ ４₈.５ ５₉.₇ １₆.₇ ₇₀.１ ₆₆.₀ ３₉.２ １３.２
２₀₀３ ₇４.１ ₈４.₆ １₆.₆ ₇₀.₈ ₉₆.₀ ₇１.２ ２₉.₉ ４₈.３ ₆₀.₀ １₆.₆ ₆₉.４ ₆₆.５ ３₉.４ １３.₀
２₀₀４ ₇３.４ ₈４.２ １₆.３ ₆₈.５ ₉５.₇ ₇₀.₇ ２₉.２ ４₈.３ ₆₀.１ １₆.３ ₆₈.₉ ₆₆.₇ ３₉.₇ １２.₉
２₀₀５ ₇３.３ ₈４.４ １₆.２ ₆₈.₆ ₉５.₆ ₇₀.３ ２₉.４ ４₈.４ ₆₀.₈ １₆.５ ₆₉.₈ ₆₇.３ ４₀.１ １２.₇
２₀₀₆ ₇３.２ ₈４.₈ １₆.４ ₆₉.１ ₉５.₆ ₇₀.₉ ２₉.２ ４₈.５ ₆１.３ １₆.₆ ₇₀.１ ₆₇.₇ ４₀.２ １３.₀
２₀₀₇ ₇３.１ ₈５.２ １₆.４ ₇₀.₀ ₉５.₈ ₇４.４ ２₉.₈ ４₈.５ ₆１.₉ １₆.２ ₆₉.５ ₆₈.４ ４２.２ １２.₉
２₀₀₈ ₇２.₈ ₈５.２ １₆.１ ₆₉.１ ₉５.₆ ₇₆.４ ２₉.₇ ４₈.４ ₆２.２ １₆.２ ₆₉.₇ ₆₈.₉ ４３.₆ １３.１
２₀₀₉ ₇２.₀ ₈４.₉ １４.₇ ₆₇.₆ ₉５.₆ ₇₆.５ ２₉.４ ４₈.５ ₆２.₉ １₆.２ ₇₀.２ ₆₉.₈ ４４.₆ １３.１
２₀１₀ ₇１.₆ ₈４.₈ １４.５ ₆₇.１ ₉５.₇ ₇₆.₀ ２₈.₈ ４₈.５ ₆３.₀ １５.₉ ₆₉.４ ₇₀.２ ４５.₇ １３.３
２₀１１ ₇１.１ ₈４.５ １４.₀ ₆₇.₇ ₉５.４ ₇５.３ ２₈.４ ４₈.２ ₆２.₉ １５.₀ ₆₉.２ ₇₀.４ ４５.₇ １３.２
２₀１２ ₇₀.₈ ₈４.３ １４.₈ ₆₇.４ ₉５.２ ₇５.４ ２₈.₇ ４₈.２ ₆３.４ １４.₆ ₆₈.₇ ₇１.１ ４５.₈ １３.４
２₀１３ ₇₀.５ ₈４.₆ １５.５ ₆₇.₇ ₉５.３ ₇₆.₀ ２₉.４ ４₈.₉ ₆５.₀ １５.₆ ₇₀.３ ₇２.₆ ４₇.４ １３.₈
２₀１４ ₇₀.４ ₈４.₉ １５.₉ ₆₈.₆ ₉５.２ ₇₇.₆ ３₀.２ ４₉.２ ₆₆.₀ １₆.₇ ₆₉.４ ₇３.₆ ４₈.₇ １４.５
２₀１５ ₇₀.３ ₈５.₀ １₆.₀ ₆₈.₈ ₉５.１ ₇₈.₉ ３１.１ ４₉.₆ ₆₆.₈ １₆.₈ ₆₈.５ ₇４.４ ５₀.₆ １５.３
出所）原データは労働力調査（総務省）．
₈）　₆₀歳以上の高齢者の労働力率は，政府の高齢者雇用確保措置の制度に基づく企業の定年制および定年
後の雇用確保措置の影響を大きく受けている．これらについては，「労働政策審議会建議―今後の高齢者
雇用対策について―」（平成１₆年 １ 月２₀日），「雇用管理の実態」各年版（厚生労働省）および平成２₇年
「高年齢者の雇用状況」集計結果（厚生労働省）を参照した．統計の連続性がある２₀１２年までの統計で
は，雇用確保措置を実施済企業の割合は，従業員５１人以上の企業で２₀₀₆年₈４.₀％から２₀１２年₉₈.₀％に達し
ている．高年齢者雇用確保措置の平成２５年制度改正後では，２₀１４年で３１人以上企業で₉₉.２％，５１人企業で
₉₉.４％となっている．
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　最後に日本の女子の年齢別労働力率パターンは，韓国などと同様 M 字型としてよく知られてい
る．そこでその経年推移をみると図 ３⊖２ のようになっている．依然 M 字型は観測されるが，特に
３₀⊖３４歳の労働力率が ５ 年ごとに相対的に高まり，フラット化に向かっている．ちなみに３₀⊖３４歳の
労働力率は１₉₉₀年から２₀１５年までに１₉.５％ポイント上昇している．基幹年齢層および₆₀⊖₆４歳では
労働力率は高まっているが，特に若年層の労働力率の低下傾向と高齢化が女子全体の労働力率の
上昇を低いものにしている．
　今後，日本の潜在効率労働力投入の面から潜在成長力を高めていくためには，国際的にも低い
女子の労働力率を高めていくことが必須である．女子の M 字型をなくし，基幹年齢層の労働力率
を高めかつ少子化を止めるような総合政策が重要となる．
　 ３ ⊖ ２ ⊖ ２ 　完全雇用失業率
　完全雇用失業率の推計には，UV 分析による構造失業率を推計する方法と安定的なインフレ率と
整合的な NAIRU を推計する方法などが考えられる．政府・日銀がインフレ目標としているコア
CPI ２ ％と整合的な完全雇用失業率を推計することが望ましい．しかし，１₉₉₀年以降のデータを用
いて推計することは困難なので，本推計では一般に行われている UV 分析よって構造的失業率を
推計し，それを完全雇用失業率としている．それは，デフレ期間内での推計であり，コア
CPI ２ ％を前提とする完全雇用であれば，完全雇用失業率を高めに評価していることになり，その
限りでは潜在成長率およびデフレギャップを過少評価している可能性があるともいえよう．
　１₉₈₀－２₀１５年の雇用失業率（＝完全失業者 / （雇用者＋完全失業者））と欠員率の関係を散布図に表
出所）原データは労働力調査（総務省）．
図 3－2　女子年齢別労働力率
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すと図 ３⊖３ のようになる．１₉₈₀－₉₇年のグループのループと１₉₉₈－２₀１５年のグループのループでは
異なる動きが観測され，雇用失業と欠員率の関係を表す U⊖V 曲線は ２ つのグループ間で構造変化
が検証される．
　世界金融危機後の２₀₀₈－１５年の動向を示すループは，１₉₉₈－２₀₀₇年のループより原点に近い方向
に移動しており，労働市場でのミスマッチはやや改善し，２₀１４→２₀１５年には対角線上に近く左上
に移動しており，労働市場の需給が改善している様子が窺える．その結果，後述するように，需
要不足失業率がゼロに近い値となっている．それは１₉₈₀－₉₇年のループにおける１₉₈₈，１₉₈₉年の状
況に近づいていることを示している．したがって，２₀１₆年以降さらに左上方に移動していけば，潜
在効率労働を高めていくことになる．そこで両グループごとに U⊖V 曲線の推定に基づいて，構造
的失業率と需要不足失業率を推計し，他の失業関連指標と比較すると図 ３⊖４ のようになる．本論
文での潜在生産力推計ではこの構造的失業率を完全雇用失業率としているが，前述したように潜
在生産力を過少推計している可能性が高いかもしれない．図 ３⊖４ にみられるように，需要不足失
業率と労働力調査から得られる非自発的失業率との関係を考慮して何らかの修正を行うことが望
ましいかもしれない．この点は今後の課題である．
注：各点の数値は西暦年の下 ２桁を表す．
出所）筆者作成．
図 3－3　　雇用失業率と欠員率
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出所）筆者作成．
図 3－4　失業率比較
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４ 　デフレ脱却と労働市場
　短期的なデフレ脱却政策は，中期的な潜在成長率の引き上げと長期的な少子化を止め，人口減
少を防止し，人口規模を安定させる政策と整合性のとれたものとすることが重要である．金融緩
和政策による貨幣数量の引き上げは，デフレ脱却の必要条件ではあるが，十分条件ではないこと
が ３ 年間のアベノミクス第 １ ステージにより実証されたといってよい．このときにポイントとな
るのが，労働市場における賃金上昇率と失業率の関係を表すフィリップス曲線と物価上昇率と賃
金上昇率の関係を表す物価関数である．そこでまず，完全失業率と賃金上昇率の関係を散布図で
みると図 ４⊖１ のようになる．
　全体的には，両者の関係は右下がりの曲線とみることができる．特に世界金融危機の影響が大
きかった２₀₀₉年を異常値とみると，そうである．さらに，１₉₈₀－₉１年の期間と１₉₉２年以降のバブル
破裂後の期間に分けてみると両者に相違がみられるともいえる，また，１₉₉２－₉₇年を，失業率は上
昇しているが賃金は １ ％近辺で推移している特別な期間とみることもできよう．その上興味深い
のは，世界金融危機後の２₀１₀－１５の期間では失業率は毎年低下しているが賃金上昇率は左上がりで
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はなく ₀ ％よりわずかに高いところで左に横ばいに推移していることである．そして１₉₉₈－２₀₀₉年
の期間よりも同じ失業率に対して高い賃金上昇率になっていることである．２₀１５年には１₉₉₇年と
同一の点に到達しており，今後仮に失業率が ２ ％台に低下していくときに，１₉₉２－₉₇年パターンで
推移するのか１₉₈₀－₉１年パターンへと移動していくのかが重要なポイントとなろう．それは，デフ
レからの脱却と密接に関連していると考えられる．デフレから脱却し，失業率が ２ ％台になり，
CPI 上昇率が１₉₈₀年代の平均である１.₇％前後に近づけば，１₉₈₀年代パターンに入っていく可能性
が高いといえよう．そこでフィリップス曲線を推定すると表 ４⊖１ のような結果が得られる．
　表 ４⊖１ では，式 １ ～ ３ は賃金上昇率を完全失業率で説明した回帰式であり，式 ４ ～ ₆ は賃金上
昇率を完全失業率と CPI 上昇率で説明した回帰式である．図 ４⊖１ の散布図での観察に基づき
１₉₈１－₉１の期間と１₉₉２－２₀１５の期間で Chow の構造変化テストを行うと非常に有意な構造変化が検
出される．中成長期と低成長期では労働市場のマクロ関係式に構造変化が起きていることを示し
ている．CPI を説明変数として追加した拡張フィリップス曲線でも同様である₉）．ただしデフレ期
間である１₉₉２－２₀１５期間では CPI の係数は有意でなくなっている．デフレ期間では CPI 上昇率は，
注：各点の数値は西暦年の下 ２桁を表す．
出所）筆者作成．
図 4－1　フィリップス曲線
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₉ ）　CPI よりはインフレ期待変数を導入することの方が望ましいが，完全予見を仮定して CPI を代理変数
として用いている．期待形成が適合的であればこの式も許容されよう．
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消費税率引き上げの期間を除くとほとんどがマイナスか ₀ ％台であり，賃金決定は物価変動の影
響を受けていないことを示している．したがって，２₀１₆年以降仮に失業率が ２ ％台まで低下する
としても，CPI が１₉₈１－₉１年期間の平均である１.₇％程度になるというインフレ期待が起きないと，
賃金上昇率は １ ％近辺を横ばう可能性（図 ４⊖１ で１₉₉２－₉₇に沿った逆方向への動き）を示唆している
といえるかもしれない．式 １ と ２ によれば，表 ４⊖１ の最後の欄に示されているように，失業率が
３ ％後半より高いときには賃金は上昇しない．それは１₉₉₈－２₀１₀年の状況である．その意味では，
２₀１１年以降の動向は労働市場では賃金が多少上がり易くなっていたことを示しているともいえる．
今後は失業率を ２ ％台に引き下げ，１₉₈₀年代のような賃金上昇が起きるような総合政策が必要と
されているといえよう．前述したように，それは潜在効率労働投入面から潜在成長率を高めるこ
とにもなる．
　次にデフレ脱却との関係で物価関数を推定すると表 ４⊖２ が得られる１₀）．ここでは CPI 上昇率を
デフレギャップ，賃金上昇率，生産性上昇率，消費税率引き上げダミーで説明している．物価に
は貨幣数量や輸入物価なども影響を与えると考えられるが，貨幣数量増加率，輸入物価上昇率を
説明変数とする式は有意な結果が得られなかった．符号条件さえ満たさないケースが多かったの
表 4－1　フィリップス曲線の推定結果
式 期間 a b c R２ s d a/（－b）
１ １₉₈１⊖₉１ １２.２₈ －３.４４３ ₀.５１ ₀.₈４ １.４₉ ３.₆
４.₈₉ －３.３₉
２ １₉₉２⊖２₀１５ ３.₉１４ －１.₀３₉ ₀.４₉ ₀.₈₉₉ ２.₀₇ ３.₈
４.３₈ －４.₈５
３ １₉₈１⊖２₀１５ ₇.₆３ －１.₈₆５ ₀.₇３ １.１₉４ １.１₈ ４.１
１₀.５₉ －₉.₆４
４ １₉₈１⊖₉１ ３.１４ －₀.３₈₆ ₀.₇３₈ ₀.₇₉ ₀.５５ １.₉５
１.₀３ －₀.３₆ ３.５₇
５ １₉₉２⊖２₀１５ ３.₀₀１ －₀.₈３１ ₀.２５２ ₀.４₉ ₀.₉₀２ １.₈₇
２.２３ －２.₆５ ₀.₉１
₆ １₉₈１⊖２₀１５ ４.５５４ －１.１₆１ ₀.₆５₆ ₀.₇₉ １.₀₆３ １.₀₉
３.₈₆ －４.₀₈ ３.１１
構造変化テスト
方程式 １と ２の間： １％有意水準で構造変化あり．　Prob. F （２,３１） ＝₀.₀₀₀₀
方程式 ４と ５の間：同上．　　　　　　　　　　　　Prob. F （３,２₉） ＝₀.₀₀₀３
注 １ ：式 １～ ３：w ＝ a ＋ bu，式 ４～ ₆：w ＝ a ＋ bu ＋ cCPI
　　ただし w は賃金上昇率（％），u は完全失業率（％），CPI は増加率（％）である．
　 ２：R２は自由度修正済決定係数，s は標準偏差，d はダービンワトソン比である．
　 ３：係数の下段の数値は，係数の t 値を表す．
１₀）　表 ４⊖２ は栗林（２₀１₆）の表 １⊖₆ を，２₀１５年のデータを追加し，デフレギャップを再推計したデータや
その他の変数の改定値等を用いて再推定したものである．
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で，表 ４⊖２ にはこれらの変数は含まれていない．なお，式 １ ではダミー変数は有意でないのでダ
ミーを除いた式が用いられている．式 ２ によれば，一般にいわれているように， ３ ％の消費税率
引き上げは CPI を ２ ％引き上げていることを示している．
　ここで労働市場におけるフィリップス曲線と物価関数の推定式を用いて若干の数値実験を行っ
てみたい． ２ ％強の成長を数年続け，本推計でのデフレギャップを ２ ％程度まで引き下げ，生産
性が１.５％上昇し，就業者が年₀.５％増加し失業率が２.５％になるような状況を仮定する１１）．物価曲線
が式 ２ でフィリップス曲線が式 ５ の低成長期構造を仮定すれば，計算により賃金上昇率１.１％，
CPI 上昇率₀.₈％という結果が得られる．一方，物価関数は低成長期の式 ２ で，フィリップス曲線
は全期間の式 ₆ （図 ４⊖１ で失業率が ２ ％台になると₈₀年代のループに移行すると仮定）を仮定すれば，
賃金上昇率は２.₆％，CPI 上昇率は１.４％となる，他方，両関数とも全期間のもの，すなわち物価関
数は式 ３ ，フィリップス曲線は式 ₆ ，を仮定すれば，賃金上昇率３.２％，CPI 上昇率２.４％という結
果を得る．低成長期の労働市場と物価構造を仮定する限り，インフレ目標を達成するのは困難で
あることがわかる．労働市場でのフィリップス曲線を全期間となるような労働市場改革を行えば，
すなわち今後失業率が ２ ％台に低下するときに図 ４⊖１ で₈₀年代のような賃金上昇につながれば，
１ ％台半ばのインフレ率を達成することが可能で，約 １ ％の実質賃金上昇にもつながる．それで
もインフレ率 ２ ％を達成するのは困難である，全期間を通じた構造であれば，インフレ目標の達
成は可能であるが，中成長期と低成長期の間には両関数とも明確な構造変化が確認されており，
構造転換を図っていくのは容易なことではないであろう．
表 4－2　消費者物価関数
式 推定期間 定数 ギャップ 賃金 生産性 ダミー R２ s d
１ １₉₈１⊖₉２ ２.₆４ －₀.５３３ ₀.₆１４ －₀.５５₇ ₀.₈５ ₀.５₀２ １.３３
２.１₀ －２.２₆ ３.４２ －４.２１
２ １₉₉３⊖２₀１５ １.₀５４ －₀.１₇₈ ₀.４１４ －₀.２４２ ２.₀１ ₀.₇₆ ₀.４₇₆ １.₉２
３.１₆ －２.４４ ４.₆１ －３.２３ ４.４５
３ １₉₈１⊖２₀１５ １.５₇₀ －₀.２₆₈ ₀.５₈２ －₀.３４２ １.₆₆₆ ₀.₈₇ ₀.５２２ １.５４
５.₀５ －３.₇２ １１.₆５ －５.₀₀ ３.₆₀
注 １ ：係数は式 １のギャップを除き １％有意水準で有意でり，それのみ P 値＝₀.₀５３である．
　 ２：変数はダミーを除き，すべて％単位であり，賃金と生産性は増加率である．
　 ３：ダミーは，₉₇年＝ ２ / ３ ，１４年＝ １，で他はゼロである．
　 ４：式 ２と ３の間では ５％有意水準で構造変化が認められる．
　 ５：その他は表 ４－１の注参照．
１１）　１₉₉₈⊖２₀１５年期間のデータによる Okun の法則によれば，成長率 １ ％は失業率を₀.１４％低下させると推
定される．２₀１５年の失業率３.４％を２.５％まで引き下げるためには ２ ％成長を ３ 年強続けることが必要と推
計される．
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５ 　お わ り に
　１₉₉₀年代初めにバブルが破裂した後の日本経済は，インフレ率が逓減し，デフレに陥り，ほぼ
２₀年間にわたる長期停滞を続けている．その間の年平均成長率は １ ％に満たないものであった．２１
世紀に入ってからの１５年間の成長率は年平均₀.₇％であり，インフレ率はマイナス₀.１％というデフ
レ状態であった．特筆すべきは，第 ２ 次ベビーブーム後に始まった出生数の減少は四十数年経過
した現在も進行中であり，それに伴う少子高齢化で，生産年齢人口が１₉₉₈年から減少し始め，人
口が２₀₀₈年にピークに達した後２₀１１年から減少に転じ，１５歳以上人口は２₀１２年から減少し始めて
いることである．こうした少子高齢化の進行による人口および生産年齢人口の減少という逆風を
含む ₇ つの逆風に直面して，日本経済は，デフレから脱却し，潜在生産力を高め，少子化を止め
人口規模を安定化させることが主要な政策課題といってよい．
　アベノミクスの第 １ ステージでは，デフレ脱却，持続的経済成長を目的として，「量的・質的金
融緩和」，「機動的財政政策」，「成長戦略」を ３ 本の矢とする経済政策が進められてきた．その成
果は，デフレ脱却面では，コア CPI 上昇率 ２ ％というインフレ目標はいまだほとんど達成されて
いないが，持続的物価下落という定義的意味でのデフレ防止の面では成果があったと評価されよ
う．その結果図 ２⊖４ にみられるように，四半期別名目 GDP は２₀₀₀年以降での他の景気循環期に比
較して上昇率が高いという結果を得ている．しかし名目面での成長も弱く，２₀１５年第 ４ 四半期で
の水準は，リーマンショック前までは戻っていない１２）．一方，アベノミクスの １ 年目である２₀１３年
を除き，実質面での成長率は低く，第 ３ の矢の実行が遅れ，持続的経済成長という目的は達成さ
れていない．しかし，雇用面では，非正規中心ではあるが雇用者が増加し，失業率が低下してい
る．
　アベノミクス第 ２ ステージでは，２₀１₆年度以降の経済政策として新たな ３ 本の矢１３）（「希望を生み
出す強い経済」（目標：名目 GDP₆₀₀兆円），「夢をつむぐ子育て支援」（目標：希望出生率１.₈），「安心
につながる社会保障」（目標：介護離職ゼロ））が提唱され，実行に移されようとしている．前述し
たように，短期的には総需要管理政策によりデフレからの脱却を確実なものにし，中期的には構
造政策により潜在成長率を高め，長期的には少子化を止め移民政策に関する国民的合意を確立し，
３₀～４₀年後に安定した規模の人口を確保する経済社会政策が求められているといえよう．
　短期的にはデフレ脱却を確実なものとすることである．世界的にもいえることであるが，金融
１２）　２₀１５年の名目 GDP は４₉₉兆円であり，２₀₀₇年の５１３兆円よりはまだ低い水準である．
１３）　「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」（平成２₇年１１月２₆日，一億総活躍国民会議）
および「平成２₈年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（内閣府）を参照．
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政策への依存度が過度になり過ぎているといえよう．アベノミクス第 １ ステージでも金融政策だ
けでは必要条件ではあるが十分条件でないことが証明されているといってよいであろう．財政政
策，構造政策を総合的に総動員することが要請されている．２₀１₆年 ₉ 月時点で，金融緩和政策は，
「量的・質的金融緩和」（２₀１３年 ４ 月）から「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」（２₀１₆年 １ 月），
さらに「長短金融操作付き量的・質的金融緩和」（２₀１₆年 ₉ 月）へと金融政策の枠組みが転換され
ている．これと同時に財政政策等の総需要管理政策の在り方を整合的なものとする必要があろう．
また前述したように，デフレから脱却するためにはフィリップス曲線や U⊖V 曲線の動向に反映さ
れている労働市場や物価関数の動向に着目した政策を打ち出すことが必要である．
　中長期の構造政策としては，潜在成長率を高める方策，移民政策を含めた少子化を転換させ人
口規模を安定化させる長期的な戦略を早期に進めることが求められている．潜在成長率を高める
政策としては，産業別技術革新の推進のためのインセンティブ政策，産業構造転換政策，国内投
資促進政策，労働力率特に女子の労働力率を高める政策，高齢者雇用の促進政策などが考えられ
る．それらの政策は，短期的には総需要管理政策と整合性を取る形で推進されることが望ましい．
なお，少子高齢化が今日の事態を招くことは数十年前から議論され，予想されていた．しかし，
その対策は先延ばしされ，今日に至っていることを反省すべきであろう．
　本小論では，日本の人口面での逆風を考慮して，潜在成長率を高めていくための効率労働を高
めていく視点から労働力率に特に着目した．国際的にみても女子の労働力率を高める余地が高い
ことがわかる．しかしこのとき，少子化を防止する政策との総合的な視点が重要である．それは，
新第 ２ の矢で十分考慮されることが望まれる．また，高齢者の労働力率を高めることは潜在成長
率を高めると同時に，社会保障の財政面を改善する点でもあることはよくいわれていることでも
ある．
　グローバル化との関連では，日本経済のフロンティアを広げる意味で経済開放は重要であるが，
Rodrik（２₀１１）がいうように超グローバル化，民主主義，国家主権の ３ 者の間にはトリレンマがあ
り，どれかをある程度犠牲にしなければならないことが知られている．それは現在世界的に起き
ている反グローバリズムの動きとも関連している．TPP，移民などの人的交流で今後グローバル
化を進めていくうえで何をどのように犠牲にするのかについて国民的合意を形成することが政治
的に重要となる．最後に，財政健全化の問題がある．経済再生を優先させずして，財政を健全化
することは極めて困難なように思われる．デフレから脱却し，成長軌道に乗る過程で財政健全化
を図る工夫をすることがもとめられるといえよう．
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